








エアコン（セパレートタイプ（壁掛け型、床置き型）・ウインドタイプ）
テレビ（ブラウン管式、液晶・プラズマ式）
冷蔵庫・冷凍庫
洗濯機・⾐類乾燥機
の家電４品⽬は、家庭⽤機器であれば、事業所で使⽤されている場合
（賃貸物件やリース事業での使⽤を含む。）であっても、家電リサイクル法の対象です。
事業に伴い家電４品⽬を排出（廃棄）する場合には、家電リサイクル法等に基づき、正しくリサイ
クルしてください。
家電４品⽬の排出（廃棄）に当たっては、原則として、家電リサイクル法に基づき、「リサイクル料⾦」と「収集運搬
料⾦」が必要です。

①新しい製品に買い替える際は、新しい製品を購⼊する⼩売業者に引取りを依
頼する
②処分する製品を購⼊した⼩売業者が分かる場合には、処分する製品を購⼊し
た⼩売業者に引取りを依頼する
上記①及び②の場合、⼩売業者には引取義務があります。家電リサイクル法上の⼩売業者とは、家電４品⽬の⼩売販売を業と
して⾏う者です（電材・住設販売店や⼯務店等であっても、左記に該当すれば⼩売業者となります。）。

③産業廃棄物収集運搬許可業者に委託し指定引取場所への運搬を⾏い、⼜
は排出者事業者⾃ら指定引取場所への運搬を⾏い、製造業者等に引き渡す
上記③の場合、郵便局において家電リサイクル券（料⾦郵便局振込⽅式）（機器１台につき１枚必要）を⽤いてリサイクル料
⾦（機器の製造業者等ごとに定められている料⾦）の⽀払いを済ませてから指定引取場所に運搬を⾏ってください。
家電リサイクル券（料⾦郵便局振込⽅式）の記⼊の仕⽅
http://www.kaiketsukr.com/coupon/postoffice.html

指定引取場所⼀覧（⼀般財団法⼈家電製品協会家電リサイクル券センター）
http://www.e-map.ne.jp/p/rkcsymap/

④廃棄物処理法に基づき、適正な処理を⾏うことができる産業廃棄物処分許可業者により処分を⾏う
家電４品⽬の処分⽅法については、環境⼤⾂告⽰により特別な処分⽅法が定められています。この⽅法により再⽣⼜は処分を⾏う産
業廃棄物処分許可業者のみ、廃棄物処理法に基づく再⽣⼜は処分を⾏うことができます（したがって、他の産業廃棄物に家電４品⽬を
混ぜて排出・処分することはできません。）。上記④の⽅法により処分を⾏う場合には、産業廃棄物の処分を⾏う業者が当該告⽰の処分
⽅法を満たしているか確認する必要があります。

特定家庭⽤機器⼀般廃棄物及び特定家庭⽤機器産業廃棄物の再⽣⼜は処分の⽅法として環境⼤⾂が定める⽅法（環境⼤⾂告⽰）
http://www.env.go.jp/recycle/kaden/hoho.html

事業所で使⽤している家電４品⽬の排出（廃棄）⽅法（以下のいずれか）

事業所で使⽤している家電４品⽬（家庭⽤機器）は、
家電リサイクル法の対象です︕

家電４品目の廃棄物該当性については、「使用済家電製品の廃棄物該当性の判断について（通知）」（平成24
年３月19日 都道府県・市町村宛て環境省通知）において、（リユース・リサイクル仕分け基準のガイドライン
に照らして）「リユース品としての市場性が認められない場合（年式が古い、通電しない、破損、リコール対
象製品等）、又は、再使用の目的に適さない粗雑な取扱い（雨天時の幌無しトラックによる収集、野外保管、
乱雑な積上げ等）がなされている場合は、当該使用済特定家庭用機器は廃棄物に該当するものと判断して差し
支えないこと」とされています。
有価物として譲渡しているつもりでも、その家電４品目は廃棄物に該当するかもしれません。上記通知を踏ま

え、家電４品目が廃棄物に該当する場合には、廃棄物処理法・家電リサイクル法に基づいた扱いが必要です。

廃棄物ではないから⼤丈夫と思っていませんか︖

家電４品目（家庭用機器）を使用している事業者の皆様へ

・家電リサイクル券やリサイクル料金の支払い方法
・家電リサイクル券（料金郵便局振込方式）を大量に使用する場合

についての問合せ先
一般財団法人家電製品協会 家電リサイクル券センター
0120-319640（午前９時～午後６時（日・祝休み））
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産業廃棄物収集運搬許可業者に委託し、指定引取場所への運搬を⾏い、製造業者等に引き渡
す場合のマニフェストについて
この場合、産業廃棄物のマニフェストが必要となるのは、指定引取場所までの収集運搬のみであること

から、直行用（７枚綴）のマニフェストの場合、Ａ票、Ｂ１票・Ｂ２票のみを使用します。したがって、
指定引取場所やリサイクルプラントから写しの送付を受ける必要はありません。

産業廃棄物のマニフェストの記入内容については、一般的には以下のような例が多いですが、詳しくは
都道府県等にお問い合わせください。

廃棄物の種類：金属くず及び廃プラスチック類の混合物（ブラウン管テレビにあっては、金属くず、廃プラスチック
類及びガラスくずの混合物）

産業廃棄物の名称：特定家庭用機器廃棄物
産業廃棄物の荷姿：バラ
運搬受託者欄：収集運搬業者の情報を記入
運搬先の事業場欄：指定引取場所の名称及び所在地を記入
有害物質等欄、処分方法欄、積替え又は保管の欄、処分受託者欄については、使用しないため、空欄のまま斜線を引

く。
電子マニフェストについても、上記に準じて運用してください。処分業者及び最終処分業者は「報告不要者」となりま

す。

産業廃棄物収集運搬許可業者
（排出事業者が委託）

指定引取場所
（製造業者等が委託）

家電リサイクルプラント
（製造業者等が委託）排出事業者

廃棄物処理法に基づく運搬
（産業廃棄物のマニフェストが必要）

家電リサイクル法に基づく引取り・処理等
（産業廃棄物のマニフェストは不要）

産業廃棄物収集運搬許可業者に委託し、指定引取場所への運搬を行い、製造業者等に引き渡
す場合、指定引取場所までの運搬には産業廃棄物のマニフェストが必要です（廃棄物処理法に基

づき、適正な処理を行うことができる産業廃棄物処分許可業者により処分を行う場合は、全部の過程について産業廃棄物

のマニフェストが必要です。）。

産業廃棄物収集運搬許可業者に委託し、指定引取場所への運搬を行い、製造業者等に引き渡す場合についてのイメージ

経済産業省商務情報政策局
情報産業課環境リサイクル室

環境省環境再⽣・資源循環局
総務課リサイクル推進室

平成30年３月作成
平成30年５月一部加筆

建築物解体工事の際、建築物に残された廃家電は「残置物」であり、原則として、解体工事業者に処理
を依頼することはできません。
建築物解体時の残置物については、所有者に処理責任があり、残置物である廃家電の排出者は、解体工

事業者ではなく当該家電の所有者となります。建築物解体時の残置物については、解体工事前に、所有者
により適切に廃棄してください。

建築物の解体時における残置物の取扱いについて（環境省通知）
https://www.env.go.jp/hourei/add/k045.pdf

事業所の解体⼯事に伴い家電４品⽬を排出（廃棄）する場合は、所有者において適切に廃棄し
てください

「METI Journal」において「60秒解説」記事が掲載されました。

「あなたの会社の家電、正しく処分できている？」
https://meti-journal.jp/p/269
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家庭の残置物の処理はどうしたらいいの？

建築物の解体・リフォーム工事等の際に残された不用家具・家電
等（「残置物」と言います）は、解体・リフォーム工事の前に、残置
物の所有者である、建築物の所有者や占有者が、廃棄物処理法
に則って処理する必要があります。

解体業者、不用品回収業者等（一般廃
棄物処理業の許可なし）が回収

違法

事務所の残置物は、廃棄物の種類及び性状によって、「一般廃棄物」又は「産業廃棄

物」となります。それぞれ、次に示す業者へ処理を委託し、適切な処理をお願いいたし

ます。

•一般廃棄物： 一般廃棄物処理の許可業者又は市町村から処理を受託した業者
•産業廃棄物： 産業廃棄物処理の許可業者

建築物の所有者等が上記以外の業者に廃棄物の処理を委託することは法律で禁じ

られています（※３）。
※３ 罰則：３年以下の懲役若しくは300万円以下の罰金又はその併科

解体工事等を発注する建築物の所有者等・建設工事元請等のみなさまへ

家庭の残置物は「一般廃棄物」となります。市町村に相談の上、市町村の指定する

方法で処理をお願いいたします。

解体業者、不要品回収業者など、市町村の一般廃棄物処理業の許可を得ていない

業者（※１）が廃棄物の処理をすることは法律で禁じられています（※２） 。

※１ 「産業廃棄物処理業の許可」「解体工事業の許可」「古物商の許可」では、一般廃棄物
の処理はできません。

※２ 罰則：５年以下の懲役若しくは1000万円以下の罰金又はその併科

市町村の指定する方法

事務所の残置物の処理はどうしたらいいの？
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し尿汲取り・浄化槽のことはお住まいの市町村にお問い合わせください。

家電４品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機）

以下の家電４品目は、家電リサイクル法に則って処理をお願いいたします。

 エアコン（ウィンド形、室内
機が壁掛け形又は床置き形の
セパレート形）

 テレビ（ブラウン管式、液
晶・プラズマ式）

 電気冷蔵庫・電気冷凍庫
 電気洗濯機・衣類乾燥機

※いずれも業務用は除く

【家庭・事務所共通】
1. 新しく買い換える小売店又は以前購入した小売店
に引取りを依頼する。

2. 家電リサイクル券を貼付して「指定引取場所」へ
自ら運搬する。

【家庭】
3. 家電リサイクル券を貼付して市町村又は市町村が
紹介する小売店や一般廃棄物の許可業者に引取り
を依頼する。

【事務所】
4. 家電リサイクル券を貼付して産業廃棄物の許可業
者に「指定引取場所」までの収集運搬を委託する。

小型家電製品

①家庭が排出する場合：市町村の窓口へお問い合わせください。
②事務所が排出する場合：小型家電リサイクル法の認定事業者（※４）又は産業廃棄物処理
業者へお問い合わせください。

電話機・FAX
デジカメ、ビデオ
ブルーレイプレイヤー
電動ミシン
ヘルスメーター
炊飯器、電子レンジ
電気こたつ、電気ストーブ
ランニングマシン
電子時計

携帯電話・PHS
ステレオセット
プリンター
電動工具（電気ドリル）
医療用電気機械器具
ドライヤー、電気かみそり
電気芝刈り機
電子楽器
ラジオ

パソコン（※５）
電子書籍
電卓
フィルムカメラ
掃除機、電気アイロン
電気マッサージ器
電気スタンド等照明器具
ゲーム機

等

※４認定事業者及び連絡先一覧 https://www.env.go.jp/recycle/recycling/raremetals/trader.html
※５パソコンについては、市区町村又は一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会のウェブサイトを御覧くだ

さい。 http://pc3r.jp/

環境省廃棄物適正処理推進課（電話：03－5501－3154）
廃棄物規制課（電話：03－5521－9274）

総務課リサイクル推進室（電話：03－5501－3153）

家電等の処理はどうしたらいいの？

小型家電製品とは以下のものを指します。

具体的な処理方法については
、一般財団法人家電製品協会
が運営する処分方法案内サイ
ト「これで解決！家電リサイク
ル」を御覧ください。
http://www.kaiketsukr.com/

平成30年6月作成

小型家電製品は、小型家電リサイクル法に則って処理をお願いいたします。

家庭は１～３、事務所は１, ２, ４のいずれかにより処理
をお願いいたします。

問い合わせ先
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施行： 年４月１日～ ※中小企業は、 年４月１日～

「働き方｣ が変わります

年次有給休暇の確実な取得が必要です！

事業主の皆さまへ

時間外労働の上限について、月 時間、年 時間を原則とし、
臨時的な特別な事情がある場合でも年 時間、単月 時間未満（休日労働含む）、
複数月平均 時間（休日労働含む）を限度に設定する必要があります。

使用者は、 日以上の年次有給休暇が付与される全ての労働者に対し、
毎年５日、時季を指定して有給休暇を与える必要があります。

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間の
不合理な待遇差が禁止されます！
同一企業内において、
正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）の間で、
基本給や賞与などの個々の待遇ごとに不合理な待遇差が禁止されます。

２０１９年４月１日から
働き方改革関連法が順次施行されます

施行： 年４月１日～ ※中小企業は、 年４月１日～

時間外労働の上限規制が導入されます！

施行： 年４月１日～

「働き方」に関する詳細・お悩みは【相談窓口】へ
改正法の詳細は厚生労働省 『「働き方改革」の実現に向けて』をご覧ください。

⇒時間外労働ができる時間数を設定し、労働基準監督署に届け出ていただく際の様式と記載例を
厚生労働省ＨＰにアップしました。

⇒時季指定の仕方など、具体的な付与の仕組みを整理した資料を厚生労働省ＨＰにアップしました。
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働き方改革
推進支援センター

働き方改革関連法に関する相談のほか、労働時間管理のノウハウや賃
金制度等の見直し、助成金の活用など、労務管理に関する課題につい
て、社会保険労務士等の専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：働き方改革推進支援センター

産業保健総合支援
センター

医師による面接指導等、労働者の健康確保に関する課題について、
産業保健の専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：産業保健総合支援センター

よろず支援拠点
生産性向上や人手不足への対応など、経営上のあらゆる
課題について、専門家が相談に応じます。
▶検索ワード：よろず支援拠点

商工会
商工会議所
中小企業団体中央会

経営改善・金融・税務・労務など、経営全般にわたって、
中小企業・小規模事業者の取組を支援します。
▶検索ワード：全国各地の商工会 サーチ

▶検索ワード：全国の商工会議所一覧

▶検索ワード：都道府県中央会

ハローワーク
求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や
就職面接会などを実施しています。
▶検索ワード：ハローワーク

医療勤務環境改善支援
センター

医療機関に特化した支援機関として、個々の医療機関の
ニーズに応じて、総合的なサポートをします。
▶検索ワード：いきサポ

労働基準監督署
労働時間相談・支援コーナー

時間外労働の上限規制や年次有給休暇などに関する相談に応じます。
▶検索ワード：労働基準監督署

都道府県労働局
【パートタイム労働者、有期雇用
労働者関係】
雇用環境・均等部（室）

【派遣労働者関係】
需給調整事業部（課・室）

正規雇用労働者と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用
労働者・派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消に関する相談に応
じます。
▶検索ワード：都道府県労働局

■ 働き方改革関連法に関する相談については、以下の相談窓口をご活用ください。

■ 働き方改革の推進に向けた課題を解決するために、以下の相談窓口をご活用ください。

相 談 窓 口 の ご 案 内

その他の相談窓口

法
律
に
つ
い
て

課
題
解
決
の
支
援

そ
の
他
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働き方改革
～一億総活躍社会の実現に向けて ～

働く方々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を
実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、多
様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保
等のための措置を講じます。

労働時間法制の見直し

働き過ぎを防ぐことで、働く方々の健康を守り、
多様な「ワーク・ライフ・バランス」を実現できるようにします。

より詳しくは、【別紙１】をご覧ください。

・ 参照

ポイント

Ⅰ

･ 参照

より詳しくは、【別紙２】をご覧ください。

働き方改革全体の推進

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

同一企業内における正規雇用と非正規雇用の間にある不合理な待遇
の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても「納得」できるよ
うにします。

ポイント

Ⅱ

１

５･６参照
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働き方改革の全体像
働き方改革の基本的な考え方

中小企業・小規模事業者の働き方改革

２

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、
自分で「選択」できるようにするための改革です。

日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々のニーズの多様化」な
どの課題に対応するためには、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の
拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境をつくることが必要です。

働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現することで、成長
と分配の好循環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを
目指します。

「働き方改革」は、我が国雇用の７割を担う中小企業・小規模事業者において、着実
に実施することが必要です。
魅力ある職場とすることで、人手不足解消にもつながります。

職場環境の改善などの「魅力ある職場づくり」が人手不足解消につながることから、
人手不足感が強い中小企業・小規模事業者においては、生産性向上に加え、「働
き方改革」による魅力ある職場づくりが重要です。

取組に当たっては、「意識の共有がされやすい」など、中小企業・小規模事業者だ
からこその強みもあります。

「魅力ある職場づくり」→「人材の確保」→「業績の向上」→「利益増」の好循環をつ
くるため、「働き方改革」により魅力ある職場をつくりましょう。
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労働時間法制の見直し

｢働き過ぎ」を防ぎながら、｢ワーク・ライフ・バランス」と
「多様で柔軟な働き方」を実現します

⇒ 長時間労働をなくし、年次有給休暇を取得しやすくすること等によって、
個々の事情にあった多様なワーク・ライフ・バランスの実現を目指します。

⇒ 働き過ぎを防いで健康を守る措置をしたうえで、 自律的で創造的な働き方を
希望する方々のための新たな制度をつくります。

見直しの目的

★生産性を向上しつつ長時間労働をなくすためには、これらの見直しとあわせ、
職場の管理職の意識改革・非効率な業務プロセスの見直し・取引慣行の改善
（適正な納期設定など）を通じて長時間労働をなくしていくことが必要です。
このような取り組みが全ての職場に広く浸透していくよう、厚生労働省では、
周知・啓発や中小企業への支援・助成を行っていきます。

ポイント

Ⅰ

見直しの内容

① 残業時間の上限を規制します
② 「勤務間インターバル」制度の導入を促します
③ １人１年あたり 日間の年次有給休暇の取得を、企業に義務づけます
④ 月 時間を超える残業は、割増賃金率を引上げます（ → ）

▶ 中小企業で働く人にも適用（大企業は平成 年度～）

⑤ 労働時間の状況を客観的に把握するよう、企業に義務づけます
▶ 働く人の健康管理を徹底
▶ 管理職、裁量労働制適用者も対象

➅ 「フレックスタイム制」により働きやすくするため、制度を拡充します
▶ 労働時間の調整が可能な期間（清算期間）を延長（ か月→ か月）
▶ 子育て・介護しながらでも、より働きやすく

⑦ 専門的な職業の方の自律的で創造的な働き方である
「高度プロフェッショナル制度」を新設し、選択できるようにします

▶ 前提として、働く人の健康を守る措置を義務化（罰則つき）
▶ 対象を限定（一定の年収以上で特定の高度専門職のみが対象）
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（現在）

見直しの概要（残業時間の上限規制）

法律上は、残業時間の上限が
ありませんでした（行政指導のみ）。

（改正後）
法律で残業時間の上限を定め、
これを超える残業はできなく
なります。

月残業 時間
＝１日残業２時間程度

１年間＝ か月 １年間＝ か月

残業時間
月 時間
年 時間

法定労働時間
１日８時間
週 時間

上限なし

年間６か月まで 年間６か月まで
大臣告示による上限
（行政指導）

残業時間 原則
月 時間
年 時間

法定労働時間
１日８時間
週 時間

法律による上限 原則

法律による上限 例外
・年 時間
・複数月平均 時間＊
・月 時間未満＊

＊休日労働を含む

月
残
業

時
間
＝
１
日
残
業
４
時
間
程
度

◎残業時間の上限は、原則として月４５時間・年３６０時間とし、
臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。
（月４５時間は、１日当たり２時間程度の残業に相当します。）

◎臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、
・年７２０時間以内
・複数月平均８０時間以内（休日労働を含む）
・月１００時間未満（休日労働を含む）
を超えることはできません。
（月８０時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
また、原則である月４５時間を超えることができるのは、年間６か月
までです。

残業時間の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に
制定された「労働基準法」において、初めての大改革となります。

４
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① 不合理な待遇差をなくすための規定の整備

同一企業内において、正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与
などの個々の待遇ごとに、不合理な待遇差を設けることが禁止されます。
ガイドライン※１を策定し、どのような待遇差が不合理に当たるかを明確に示します。

改正の概要

【改正前→改正後】○：規定あり △：配慮規定 ×：規定なし ◎：規定の解釈の明確化

派遣労働者については、下記のいずれかを確保することを義務化します。
（１）派遣先の労働者との均等・均衡待遇
（２）一定の要件を満たす労使協定による待遇

★併せて、派遣先になろうとする事業主に対し、派遣先労働者の待遇に関する
派遣元への情報提供義務を新設します。

※１ いかなる待遇差が不合理であり、いかなる待遇差は不合理なものでないかを示した「同一労働同一賃金
ガイドライン案」が 年 月に策定されており、今後、確定する予定です。
（詳しくはこちら）

均衡待遇規定
不合理な待遇差の禁止

下記３点の違いを考慮した上で、不合理な待遇差を禁止します
①職務内容※２、②職務内容・配置の変更の範囲、③その他の事情

均等待遇規定
差別的取扱いの禁止

下記２点が同じ場合、差別的取扱いを禁止します
①職務内容※２、②職務内容・配置の変更の範囲
※２ 職務内容とは、業務の内容＋責任の程度をいいます。

パート 有期 派遣
均衡待遇規定 ○ → ◎ ○ → ◎ △ → ○＋労使協定
均等待遇規定 ○ → ○ × → ○ × → ○＋労使協定
ガイドライン × → ○ × → ○ × → ○

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保ポイント

Ⅱ

どのような雇用形態を選択しても、待遇に納得して働き続けられるよ
うにすることで、多様で柔軟な働き方を「選択できる」ようにします。

改正の目的

正規雇用労働者（無期雇用フルタイム労働者）と
非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）との
不合理な待遇の差をなくす。
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② 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

【改正前→改正後】○：説明義務の規定あり ×：説明義務の規定なし

【改正前→改正後】○：規定あり △：部分的に規定あり（均衡待遇は対象外 ×：規定なし

③ 行政による事業主への助言・指導等や
裁判外紛争解決手続 行政ＡＤＲ ※４の規定の整備

※４ 事業主と労働者との間の紛争を、裁判をせずに解決する手続きのことをいいます。

非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」など、自身の待遇につ
いて説明を求めることができるようになります。
事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説明をしなければなりません。

都道府県労働局において、無料・非公開の紛争解決手続きを行います。
「均衡待遇」や「待遇差の内容・理由」に関する説明についても、行政ＡＤＲの
対象となります。

○ 関係する省令等の具体的な内容は、今後、労働政策審議会の審議を経て定められる予定です。

パート 有期 派遣
待遇内容※３（雇い入れ時） ○ → ○ × → ○ ○ → ○
待遇決定に際しての考慮事項（求めがあった場合） ○ → ○ × → ○ ○ → ○
待遇差の内容・理由（求めがあった場合） × → ○ × → ○ × → ○

パート 有期 派遣

行政による助言・指導等 ○ → ○ × → ○ ○ → ○
行政 △ → ○ × → ○ × → ○

※３ 賃金、福利厚生、教育訓練など

６

【問い合わせ先】
■ 労働基準法の改正に関するお問い合わせ

厚生労働省労働基準局労働条件政策課 （ＴＥＬ）０３－３５０２－１５９９
■ 労働安全衛生法の改正に関するお問い合わせ

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課 （ＴＥＬ）０３－３５０２－６７５５
■ 労働時間等設定改善法の改正に関するお問い合わせ

厚生労働省労働基準局労働条件政策課 （ＴＥＬ）０３－３５０２－１５９９
厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課 （ＴＥＬ）０３－３５９５－３２７４

■ パートタイム・有期雇用労働法に関するお問い合わせ
厚生労働省雇用環境・均等局有期・短時間労働課 （ＴＥＬ）０３－３５９５－３３５２

■ 労働者派遣法の改正に関するお問い合わせ
厚生労働省職業安定局需給調整事業課 （ＴＥＬ）０３ー３５０２ー５２２７

■ 具体的な労務管理の手法に関するお問い合わせ
検索ワード：働き方改革推進支援センター
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編 集 後 記  

年 月 日午後 時 分、男鹿市役所に歓声が響き渡りました。「男鹿のナマハゲ」が、

全国の来訪神行事１０件の「来訪神；仮面・仮装の神々」として、ユネスコ無形文化遺産に決定した

瞬間の男鹿市役所の模様がテレビに映し出され、私も思わずガッツポーズ。前日のユネスコ審査が延

期となりヤキモキしていたので、男鹿市民として喜びが倍増と言った感じでした。昔は男鹿市内の多

くの集落で行われていたナマハゲ行事ですが、近年、後継者不足等で行う地区が減っているとのこと

で、今回のユネスコ登録をきっかけとして、末永く保存・伝承して欲しいものです。そして、男鹿市、

秋田県に多くの観光客が訪れることを期待しております。

今年の「ばっきゃ」も、「クリーンアップ活動」「あきたエコ＆リサイクルフェスティバル」「環

境学習会× サッカー」など、協会の社会貢献活動を紹介する写真を多く掲載しております。協会

ホームページでは、カラー版で掲載しておりますので、こちらも是非、ご覧ください。

研修・広報委員会としては、「ばっきゃ」「協会ホームページ」などのいろいろな媒体を通して、

これからも、県民の方々に広く秋田県産業廃棄物協会の活動を広報・ＰＲしていきたいと考えており

ます。

会員の皆様におかれましても、県民への積極的な情報発信をお願いいたします。

終わりに、今回も「ばっきゃ」に多くの方から寄稿をいただき感謝申し上げ、簡単ではございます

が、編集後記といたします。

今年一年も引き続き、よろしくお願いします。 
☆☆☆ 研修・広報委員会 委員長 籾山一人 ☆☆☆

県北の男性から「空き家となっている秋田市の実家の玄関先で犬が死んでいると警察から連絡があ

った。処理する業者を紹介して欲しい。」と電話を受けました。廃棄物処理法では産廃となる動物の

死体は「畜産農家」に限定され、たとえ、プロのブリーダーの犬でも、観光施設の犬でも、犬の死体

は一般廃棄物になりますので、一般廃棄物の許可を持ちの協会会員を紹介しましたが、近年、空き家

の廃棄物の処理、時々問題となっております。一廃か産廃か、間違えないようくれぐれもご注意して

ください。

毎日のように、廃棄物の処分先を紹介して欲しいとの電話が入ってきます。「市町村のゴミ処理場

で断られた」、「業者に受入れできないと言われた」など、これまでどうやって処理していたのと聞

きたくなるような事例にも遭遇します。また、自分の行っている行為が適正か否かを聞いてくる方も

おります。

それだけ、排出者、処理業者とも適正処理の意識が高まったということでしょうか。毎年のように

排出事業者責任が強化され、「業者任せの産廃処理」から「排出事業者の自己責任による適正処理」

へ、排出者の意識改革が進んできているのを実感します。

今年一年、事務局も会員の皆様とともに、協会を盛り上げていきたいと思っておりますので、よろ

しくお願いします。

☆☆☆ 事務局長のひとこと ☆☆☆
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限りある資源を大切に

代表取締役 小野寺　盛

〒010－0816 秋田市泉字登木224－3
 TEL 018－862－5789
 FAX 018－862－5230

有限会社 奧野商店
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本社 〒 秋田県大館市花岡町字堤沢 番地

： ： ：
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社会のニーズに対応し
都市空間を活用する

解　体　事　業　部
ＫＯＮＯ産廃事業部

事業所 秋田市上北手古野字深田沢41
 TEL.0 1 8（ 8 3 9 ）3 5 6 1（代表）
 FAX.0 1 8（ 8 3 9 ）3 5 6 0
ＵＲＬ http://www.tamurakk.co.jp/
E-mail a k i t a @ ta mu ra kk . co . j pISO

14001：2004（産廃事業部）
  9001：2008（工事事業部門）
登録番号：QS-3146/ES-521

株式
会社田村建設AMURA

私たちは、新時代のリーディングカンパニーを目指して、いつも地球の環境を見つめています。

●下水道処理施設維持管理
●下水道管渠更生工事

●清掃・TVカメラ調査・補修工事
●下水道処理施設機能強化工事

～自然を大切に～

代表取締役　山岡　緑三郎

山岡工業株式会社山岡工業株式会社

本　社／〒010-1415 秋田市御所野湯本2丁目1番5号
　　　　TEL 018-826-1616  FAX 018-826-1565
営業所／横手市・由利本荘市・北秋田市
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環境美化に貢献する

株式会社 羽 後 環 境
代表取締役  後  藤    薫

・産業廃棄物・運搬処理・処分
・中間処理　・解体業
・し尿汲取　・浄化槽清掃

秋田県横手市雄物川町沼館字高畑439番地
TEL:0182-22-4191  FAX:0182-22-4192
産業・一般廃棄物最終処分場
TEL:0183-62-5583

産業廃棄物運搬のご用命は、

環境配慮と適正収集運搬
安全運行の緑ナンバー許可事業所へ

貨物自動車運送業・産業廃棄物収集運搬業
土木工事一式・とび土工工事業

有限
会社髙 島 興 業

〒010-1622 秋田市新屋日吉町17-20
TEL 018-828-1350  FAX 018-828-1376
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本社／〒018-1414 潟上市昭和豊川槻木字槻13-1 TEL:018-877-3027 FAX:018-877-3986

リサイクリングワーフ秋田事業所／TEL:018-864-0668 FAX:018-864-0680
リサイクリングヒルズ潟上事業所／TEL:018-877-5770 FAX:018-877-5794

本社 〒019-1701 秋田県大仙市神宮寺字上新川中島25

http://taiyo-kankyo.com/   E-mail taiyo-oomagari@wit.ocn.ne.jp
TEL 0187-72-2338    FAX 0187-72-3944

大曲工場 〒014-0001 秋田県大仙市花館字鶴田75

TEL 0187-66-2338 FAX 0187-66-2339

汚水・汚泥処理

一般廃棄物収集運搬業

産業廃棄物収集運搬業

廃棄物中間処理業

建造物解体

品目 廃プラスチック類、小型廃家電、廃蛍光管

木くず、紙くず、繊維くず、がれき類、

ｶﾞﾗｽくず・コンクリート及び陶磁器くず
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限りある資源を有効利用し、
私たちの未来を守ります。
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